
奈良先端科学技術大学院大学における学術交流協定取扱要領 

 

平成１９年９月１８日 

 

 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この要領は、奈良先端科学技術大学院大学（以下「本学」という。）に

おける外国の大学、学術研究機関等との学術交流協定（以下「協定」という。）

の締結に関し、必要な事項を定める。 

 

（協定締結の目的） 

第２条 協定締結の目的は、本学と協定を締結する相手機関（以下「相手機関」

という。）に生じる実施責任を明確にし、互恵平等の原則に基づき定期的又は

継続的に情報交換を行い、教育及び研究の成果を共有し、さらに連携して教

育研究の水準を高めることを目的とする。 

 

（協定締結の方針） 

第３条 協定締結の方針は、次の各号に掲げるとおりとする。 

（１）協定は、双方の機関の教育及び研究の発展に有益な内容とする。 
（２）協定は、締結前に交流実績及び将来への可能性を考慮した上、国際共同

研究の推進又は学生交流の一層の活性化が期待できる有力機関と締結する。 
（３）国際交流担当理事は、連絡調整責任者となり、協定の締結、変更、更新

等に係る責任体制を明確にする。 
（４）協定は、原則として大学間協定とし、やむを得ず大学間協定を結べない

場合に限り、研究科間協定とする。 
（５）協定に要する経費は、双方の機関において、教育及び研究の国際交流に

係る諸制度（独立行政法人日本学術振興会のプログラム等）の積極的な活

用に加え、可能な限り財源を確保するよう自助努力を行う。 
（６）協定には、５年程度の期限を設定するものとし、更新する場合には、交

流実績等を踏まえて行う。 
（７）協定締結後の交流実績は、定期的に把握し、評価を行う。 
 
（協定締結の条件） 

第４条 前条に定める協定締結の方針に基づき、次の各号に掲げる事項を満た

す場合において、協定を締結するものとする。 

（１）相手機関の教育及び研究の質が本学に相応しいものであるとともに、相

手国における評価が高いこと。 

（２）協定締結前の交流実績並びに教育及び研究の発展性を考慮し、協定締結

によって想定されている成果が本学の教育研究への貢献の上、十分期待で

きるものであること。 
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（３）学術交流の中心となる研究科及び担当教員（協定の締結等について、本

学の窓口となる教員をいう。以下同じ。）が明確になっていること。 

 

（協定の種類） 

第５条 協定の種類は、次の各号に掲げるとおりとする。 

（１）大学間協定 

本学と外国の大学、学術研究機関等との学術交流を実施するため、双方

の学長等の名により締結する協定をいう。 

（２）研究科間協定 

本学の研究科と外国の大学の部局、学術研究機関等との学術交流を実施

するため、双方の研究科等の長（以下「研究科長等」という。）の名により

締結し、その効果が当該研究科等に限られる協定をいう。 

２ 協定に基づく具体的な交流事項、実施方法等を定める必要がある場合には、

覚書を締結するものとする。ただし、学生交流に関する覚書は、原則として

大学間協定に基づくものとする。 

 

 

    第２章 協定書について 

（基本的事項） 

第６条 協定書に定める基本的事項は、次の各号に掲げるとおりとし、別紙文

例第１を参考として作成するものとする。 

（１）協定の趣旨及び目的に関すること。 

（２）交流計画の内容に関すること。 

  イ 教員、研究者、事務職員等の交流に関すること。 

  ロ 研究資料、刊行物等の情報交換に関すること。 

  ハ 共同研究、国際シンポジウム等の実施に関すること。 

  ニ 連携した学生交流の実施に関すること。 

  ホ その他双方が必要と認めること。 

（３）有効期限に関すること。 

（４）更新及び改廃に関すること。 

（５）使用言語に関すること。 

２ 有効期限については、協定の交流実績を検証するため、原則として５年（更

新を含む。）とする。 
３ 協定書における使用言語は原則として、英語により作成し、正文とする。

ただし、必要に応じて、双方合意の上、双方の主要言語により作成し、すべ

て正文とすることができる。 
４ 協定書については、双方が同じものを各１部保管する。 

５ 知的財産に関する具体的な事項を盛り込む必要がある場合は、事前に関係

部署との調整により盛り込むことができる。 

 

（学生交流に関する覚書） 
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第７条 学生交流に関する覚書に定める基本的な事項は、次の各号に掲げると

おりとし、別紙文例第２を参考として作成するものとする。   

（１）派遣及び受入れの学生数 

（２）受入先での教育及び研究活動の方式 

（３）派遣及び受入れの期間 

（４）授業料等の相互不徴収 

（５）単位の互換 

（６）受入れ大学での住居及び危機管理 
 

（調印） 

第８条 協定は、調印式の開催又は協定書等を郵送することにより、双方の学

長等（ただし、研究科間協定の場合は研究科長等とする。）の署名完了後、有

効期限まで効力を有する。 

 

 

第３章 協定締結等の手続きについて 

（申請） 

第９条 担当教員は、学術交流の中心となる研究科の長（以下「研究科長」と

いう。）と協力し、相手機関と協定書の内容、学術交流計画等を調整し、学術

交流協定（新規締結・更新）計画書（別紙様式第１号）、協定書案等を作成す

る。 
２ 研究科長は、原則として、協定締結希望日の３ヶ月前までに国際交流担当

理事を通じて、学長に学術交流協定計画書、協定書案等を提出し、協定の締

結を依頼する。 
 

（協議） 

第１０条 前条で提出された協定書案等に基づき、学長は、国際交流担当理事

及び関係理事と協議の上、協定の締結について、教育研究評議会（研究科間

協定の場合は教授会）への附議を決定する。 

 

（大学間協定締結の決定） 

第１１条 前条の決定に基づき、大学間協定の締結について、学長は、協定締

結の可否を教育研究評議会の審議を経るとともに、役員会の議を経て、決定

する。 

 

（研究科間協定締結の決定） 

第１２条 第１０条の決定に基づき、研究科間協定の締結について、学長は、

研究科長に教授会での審議を指示する。 

２ 前項の指示に基づき、当該研究科長は、当該協定締結の可否を教授会の議

を経て決定するとともに、締結を行う前に、教育研究評議会及び役員会に報

告しなければならない。 

資料15-1-1



３ 研究科間協定に基づく学生交流の覚書について本学に有益であると判断し

締結しようとする場合、学長は、締結の可否を教育研究評議会の審議を経る

とともに、役員会の議を経て、決定する。 

 

（変更及び修正） 

第１３条 国際交流担当理事又は研究科長は、協定の変更又は修正の必要が生

じた場合、学長に報告する。 

２ 学長は、第９条から前条までに規定する新たに協定を締結する場合に準じ

て協定の変更又は修正を行うこととする。 

 

（期間更新） 

第１４条 国際交流担当理事又は研究科長は、協定の期間更新をしようとする

場合、学術交流協定（締結・更新）計画書（別紙様式第１号）及び期間更新

に関する覚書を作成し、協定終了期日の６ヶ月前までに学長に提出するもの

とする。なお、期間更新に関する覚書については、別紙文例第３を参考にし、

作成する。 

２ 次の各号に掲げる観点を重視し、学長は、第９条から第１２条までに規定

する新たに協定を締結する場合に準じて協定の期間更新を行うこととする。 

（１）協定期間中の交流実績 

（２）交流の継続性及び発展性 

（３）期間更新後の交流協定有効期間の妥当性 

 

（廃止又は終結） 

第１５条 国際交流担当理事又は研究科長は、相手機関との協議の上、やむを

得ず協定を廃止しようとする場合、又は協定の有効期間が終了し、期間更新

をしない場合、学長へ理由を付して報告する。 

２ 学長は、第９条から第１２条までに規定する新たに協定を締結する場合に

準じて、協定の廃止又は終結を行うこととする。 

 

（担当教員の変更） 

第１６条 研究科長は、担当教員が人事異動等の事由により変更する場合は、

あらかじめその後任を選出の上、学長へ担当教員変更届出書（別紙様式第２

号）を提出しなければならない。 

 

（事務） 

第１７条 協定に関する事務は、教育研究支援部企画総務課が行う。 

 

 

附 則 

この要領は、平成１９年９月１８日から施行する。 
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